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１．基本的な考え方

第１期（2015 年度～2019 年度）

（１）まち・ひと・しごと創生

我が国の人口は、2008年以降減少傾向をたどり、今後加速度的に減少傾向が進むと予想されてい

ます。人口減少による消費・経済力の低下は、日本の経済社会に対して大きな重荷となることから、

国民一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会を形

成すること、地域社会を担う個性豊かで多様な人材について、確保を図ること及び地域における魅力

ある多様な就業の機会を創出することの一体的な推進を図ること等を目指し、2014年 11月 28日

に「まち・ひと・しごと創生法」が施行されました。

国は、2014年 12月 27日に、人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を提示

する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「国の長期ビジョン」）及び今後5か年の目標や

施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「国の総合戦

略」）をそれぞれ閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総合的に取り組むこととしています。

（２）人口ビジョンの策定

まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり、中長期的視点に立って取り組む必要

があることから、市町村においては、国の長期ビジョン及び国の総合戦略を勘案しつつ、当該市町村

における人口の現状と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」を策定し、これを踏まえて、今後

5か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「地方版総合戦略」を策定することとさ

れています。

中間市においても、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の主旨を尊重し、本市における

人口などの現状分析を行い、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を企画立案する上

で重要な基礎となることを認識し「中間市人口ビジョン」の策定を行うこととし、201６年３月に策

定公表しました。
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第２期（2020 年度～2024 年度）

（１）将来推計人口の見直し

第１期での取組を踏まえ国では2019年１２月に「まち・ひと・仕事創生長期ビジョン（令和元年

改訂版）」を閣議決定し公表しました。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成27年１月推計）」（出生中位（死亡中位））

（２）人口ビジョンの整理

まち・ひと・しごと創生については、これまでどおり国と地方が一体となり、中長期的に取り組む

必要があります。第２期の計画期間においては、第１期で策定した人口ビジョンに基づき、2015年

国勢調査の結果を踏まえた人口推計の傾向と経過の整理を行うこととします。

2060年9,284万人

2008年12,808万人（概ねピーク）

2060年10,356万人

2110年8,101万人

2110年5,972万人

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

（万人）（万人）

196
0

197
0

19
80

199
0

20
00

20
05

20
10

20
13

202
0

203
0

20
40

20
50

206
0

207
0

20
80

209
0

210
0

21
10

21
20

213
0

214
0

21
50

216
0

我が国の人口の推移と長期的な見通し

実数

社人研推計

出生率(1.8)日本の将来推計人口（条件付推計参考表１）

推計（予測）



3

２．中間市の人口分析等

（１）総人口の推移

中間市の総人口は、1960 年の 42,418 人から 196４年の炭鉱閉鎖に伴い、1970年には

33,734人と減少しましたが、その後、北九州市に隣接しているという地理的特性を活かし住宅

都市として増加に転じ、1985年には50,294人となっています。

近年では、1995年以降、減少傾向で推移し、2015年には41,796人となっています。

図１ 中間市総人口の推移

資料：国勢調査
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（２）年齢３区分別人口の推移

年齢３区分別人口では、15～64歳までの生産年齢人口は、1985年の34,307人以降、2015

年の22,489人まで減少傾向で推移しています。

また、14歳までの年少人口も、1980年の 11,092 人から2015年の 4,616 人と減少傾向に

あります。

一方、65歳以上の高齢者は、1980年の 4,074 人から 2015年の 14,585 人と、増加傾向に

あり、1995年以降、年少人口を上回って推移しています。

図２ 中間市年齢３区分別人口の推移

資料：国勢調査

48,647 
50,294 

49,168 49,352 
48,029 

46,349 
44,161 

41,796 

11,092 10,675 
8,609 

7,443 

6,452 5,703 5,122 4,616 

33,481 34,307 33,835 33,330 
31,279 

28,838 

25,915 

22,489 

4,074 
5,312 

6,724 

8,579 
10,298 

11,808 
13,124 

14,585 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

総人口 0～14歳 15～64歳 65歳以上



5

（３）出生・死亡・転出・転入の推移

中間市の「自然増減」については、1964年以降、1990年まで出生数が死亡数を上回る自然増で

推移していました。その後、1996年以降は出生数が死亡数を下回る自然減の状況が続いています。

「社会増減」については、1964年から1968年まで転出が転入を上回る社会減の状況にありま

したが、その後、転入者の増加により、1974年には大幅な社会増に転じました。その後、転出者、

転入者ともに減少傾向にあり、1984年には再び社会減、その後、社会増と社会減を繰り返しなが

ら、全体としては減少傾向で推移しています。

図３ 出生・死亡・転出・転入の推移

資料：住民基本台帳
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（４）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響

本グラフは、縦軸が自然増減数を表し、縦軸の0より上にプロット（描画）されている部分は自然

増減数がプラスで推移していることがわかります。中間市においては、1964年から1990年まで

プラスで推移していましたが、1996年以降はマイナスで推移しています。

また、横軸は社会増減数を表し、横軸の0より右にプロット（描画）されている部分は社会増減数

がプラスで推移している部分を表していますが、1968年まではマイナスで推移しており、1972年

から1984年まではプラス、それ以降では、1992～1995年、2013年以外の年はマイナスで推

移しています。

自然増減数と社会増減数を併せて、人口がマイナスで推移している年がグラフのグレー部分にプロ

ット（描画）され、プラスで推移している年は白い部分にプロット（描画）されることになりますが、

近年では1996年以降全ての年がマイナスで推移しており、グレーの部分に含まれています。

図４ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響

資料：住民基本台帳
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（５）地域別の人口移動の状況

地域別の人口移動の状況では、福岡県内においては、北九州市、福岡市、宗像市への転出超過が

多くなっています。県内の転入超過に関しては、鞍手町、水巻町、芦屋町、直方市からの転入超過

が見られます。

県外への人口移動では、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）への転出超過が多くなっ

ています。

図５-1 地域別の人口移動の状況（2011～2014 年）

資料： 福岡県人口移動調査

※2015 年～2019 年の状況

最近の動きでは、福岡県内では北九州市、福岡市への転出超過、県外への人口移動では東京圏（東

京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）への転出超過が多い傾向に変わりは見られません。

図５-２ 地域別の人口移動の状況（2015～2019 年）

資料： 福岡県人口移動調査
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（６）性別・年齢階級別の人口移動の最近の状況

中間市の男性においては、15～19歳→20～24歳になるときに大幅な転出超過となっています。

一方、50～54歳→55～59歳、55～59歳→60～64歳になるときに転入超過が見られます。

女性においては、15～19歳→20～24歳、25～29歳→30～34歳になるときに大幅な転出超

過となっており、55～59歳→60～64歳になるときに転入超過となっています。

これは、高校卒業後の進学または就職に伴う転出の影響が考えられます。また、女性の転出に関し

ては、高校卒業後の進学または就職に伴う転出の影響に併せて、婚姻等による転出の影響も考えられ

ます。

図６ 2010 年→2015 年の年齢階級別人口移動の状況

資料：地域経済分析システム
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（７）性別・年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向

中間市の男性においては、15～19歳→20～24歳になるときに見られる大幅な転出超過は、近

年縮小してきています。これは主に少子化による影響などが考えられます。

また、55～59歳→60～64歳の転入超過は、近年増加しています。

図７-１ 年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（男性）

資料：地域経済分析システム
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中間市の女性においては、20～24歳→25～29歳の転出超過が近年縮小し、25～29歳→30～

34歳の転出超過が近年増加してきています。これは晩婚化などにより婚姻等による転出の年齢が遅

くなっていること等が考えられます。

図７-２ 年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（女性）

資料：地域経済分析システム
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（８）合計特殊出生率の推移

合計特殊出生率とは、「15～49歳までの女性」の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が

一生の間に生む子どもの数に相当するとされ、女性人口の年齢構成の違いを除いた指標として、年次

比較、地域比較に用いられています。

中間市の合計特殊出生率は、1983年～1987年（S58～S62）の1.60から2003年～2007

年（H15～H19）の 1.28 までは減少傾向で推移していましたが、2008年～2012年（H20～

H24）に1.40と若干上昇しました。

また、全国や福岡県と比較すると低い水準で推移しています。

図８ 合計特殊出生率の推移

資料：人口動態統計

 1.6

 1.47

1.32  1.29 1.28

 1.4

 1.5

1.54

1.45

 1.35
1.31

 1.43
 1.5

 1.73

 1.53

1.44
 1.36

1.31
1.38

1.43

1.2

1.4

1.6

1.8

S58～S62 S63～H4 H5～H9 H10～H14 H15～H19 H20～H24 H25～H27

中間市 福岡県 全国



12

３．中間市の就労等に関する分析等

（１）中間市の産業人口

2015年の国勢調査より中間市の産業別就業人口数割合を全国及び福岡県と比較を行いまし

た。

中間市の産業人口の特徴としては、「建設業」「製造業」の就業者が多く、「建設業」12.3%、

「製造業」17.8%となっています。因みに全国の「建設業」7.4%、「製造業」16.2%、福岡県

が「建設業」7.9%、「製造業」12.2%となっており、国や福岡県より「建設業」「製造業」の就

業者割合が高くなっています。

その他の産業では、世界遺産登録などにより今後の発展が期待される「宿泊業，飲食サービス

業」等において、全国や福岡県よりも就業割合が少なくなっています。また、第１期時点では全

国より割合の少なかった「医療，福祉」において逆転しておりますが、これは全国における割合

が低下したことが主な要因です。

図９ 中間市産業人口（2015 年国勢調査）

資料：国勢調査

7.4%, 建設業
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5.5%, 宿泊業，飲食サー
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16.9%, 医療，福祉
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（２）男女別産業人口

2015年の国勢調査より中間市の男女別産業別就業人口数を把握し、併せて産業別特化係数を

計算しました。

産業別従業者数では、男性では「製造業」「建設業」、女性では「医療，福祉」「卸売業，小売業」

の就業者が多くなっています。

産業別特化係数では、「建設業」が男性、女性ともに1.7 と高く、その他、女性では「医療，

福祉」が高くなっています。

図 10 中間市男女別産業人口（2015 年国勢調査）

資料：国勢調査

※ 産業別特化係数とは、中間市の産業の比率と国の産業の比率を比較し、中間市の産業がどれだか特化してい

るかを見る係数。

全国の産業比率を 1.0 とし、中間市の産業比率が 1.0 を上回れば、産業比率は高いと考えられ、1.0 を下回れ

ば低いと考えられる。

産業比率の算出方法（中間市の産業別就業者比率÷全国の産業者別就業者比率）
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（３）年齢階級別産業人口

2015年の国勢調査より、主な産業別に、男女別就業者の年齢階級を把握しました。

中間市の産業別従事者として、就業者が多い「建設業」に関しては、男性、女性ともに、50

歳以上の就労者が半数近くとなっています。

その他、39歳以下の就労者割合が多い産業としては、男性では、「宿泊業，飲食サービス業」、

女性では、「運輸業，郵便業」となっています。

図 11 年齢階級別産業人口（2015 年国勢調査）

資料：国勢調査
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４．将来人口推計の分析

※将来推計人口は、確定値（2015 年国勢調査）を追加していますが、第１期人口ビジョンのシミュレーションの補正は行っておりません。

（１）総人口及び年齢３区分別人口の将来推計

① パターン１（社人研推計準拠）とパターン２（日本創生会議推計準拠）との総人口の

比較

基準となるパターン１（社人研推計準拠）による日本の総人口は、2010年の1億2,806万

人から、2040年には1億728万人、2060年には8,674万人と2010年の67.7%になる

と推計されています。

一方、中間市の推計人口は、2010年の44,210人から2060年には2010年の43.9％と

なる19,425人まで減少すると見込まれ、国よりも大幅なペースで人口が減少すると見込まれ

ます。

パターン１とパターン２による2040年の総人口は、それぞれ28,248人と25,992人とな

っており、2,326 人の差が生じると推計されています。

図 12 パターン１とパターン２の総人口推計の比較

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22 年度国勢調査

移動に関する仮定

○社人研推計準拠【パターン１】
　・主に2005年から2010年の人口の動向を勘案した
　　将来人口推計
　・全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定
　　した推計

　原則として、平成17(2005)～22(2010)年の国勢調査
（実績）に基づいて算出された純移動率が、平成
27(2015)～32(2020)年までに定率で0.5倍に縮小し、そ
の後はその値を平成47(2035)～52(2040)年まで一定と
仮定。

○日本創生会議推計準拠【パターン２】
　・社人研推計をベースに、移動に関して異なる過程
　　を設定

　全国の異動総数が、社人研の平成22(2010)～
27(2015)年の推計値から縮小せずに、平成47(2035)～
52(2040)年まで概ね同水準で推移すると過程。
　社人研推計に比べて純移動数が大きな値となる。

推計パターン等の概要
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② 人口減少段階の分析

人口減少段階は、一般的に次の３つの段階を経て進行するとされています。

第１段階 ： 老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少

第２段階 ： 老年人口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少

第３段階 ： 老年人口減少＋生産年齢・年少人口減少

中間市は、2040年までは老年人口及び生産年齢・年少人口が減少している第３段階にありま

す。

図 13 中間市人口の減少段階（パターン１ 社人研）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22 年度国勢調査

2010年 2040年
2010年を100として場
合の2040年の指数

人口減少段階

老年人口 13,134 11,320 86.2

生産年齢人口 25,952 14,253 54.9

年少人口 5,124 2,675 52.2

3
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（２）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析

① 総人口の分析

社人研推計準拠（パターン１）をベースにシミュレーションを行った場合、2060年の人口

は、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準）の2.1 まで上昇（シミ

ュレーション１）すれば 23,150 人、さらに人口移動が均衡（シミュレーション２）すれば

30,524人となると推計されます。

社人研推計準拠（パターン１）と比較すると、（シミュレーション１）で3,725 人、（シミュ

レーション２）で11,098人多くなると推計されます。

図 14 中間市の将来人口推計

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22・27 年度国勢調査
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シミュレーション１（社人研推計準拠＋出生率上昇）

シミュレーション２（シミュレーション１＋移動均衡（ゼロ））

確定値
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2015年 2040年 2060年

社人研準拠（主に2005年から2010年の人口の動向を勘案し
た将来人口推計）
全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計

41,675 28,248 19,425 100

シミュレーション１（合計特殊出生率が人口置換水準（人
口を長期的に一定に保てる水準の2.1）まで上昇した場合

41,675 30,178 23,150 119

シミュレーション２（合計特殊出生率が人口置換水準まで
上昇し、かつ人口移動が均衡した場合（転入・転出数が同
数となり、移動がゼロとなった場合）

41,675 34,784 30,524 157

確定値（2010年2015年の国勢調査による人口の確定値） 41,796

パターン１を100と
した場合の指数

推計結果
推計パターン等の概要
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② 自然増減、社会増減の影響度の分析

国から提供された下記の手法により中間市の自然増減、社会増減の影響度を分析しました。

自然増減、社会増減の影響度の分析方法

中間市は、自然増減の影響度、社会増減の影響度ともに「３」となっており、どちらも影響度

が高いと分析されています。

人口減少度合いを抑えること、さらには歯止めをかけるためには、人口の自然減及び社会増を

もたらすどちらの施策にも取り組むことが効果的であると考えられます。

中間市の自然増減、社会増減の影響度

福岡県が分析した、中間市を含む遠賀・中間地域が今後進むべき方向性として、「豊かな自然の

中で質の高い暮らしができる定住圏域としての発展」や「農水産業の６次産業化や農商工連携に

よる特産品開発、収益力強化とともに、質の高い生活を支える教育、福祉、子育て支援といった

生活関連産業の育成、隣接する圏域の工業集積と連動した企業誘致により、地元雇用の拡大施策」、

「自然の恵みを満喫しながら生活を楽しむことができる環境があることから、住環境、住みやす

さということを広く発信し、子育て支援、地域交通の充実といった質を高める施策の推進」など

があげられています。

分類 計算方法 整理内容

自然増減の

影響度

シミュレーション１の 2040 年の総人口／

パターン１の 2040 年の総人口の数値に

応じて 5 段階に整理。

「１」＝100％未満

「３」＝105～110％

「２」＝100～105％

「４」＝110～115％

「５」＝115％以上の増加

社会増減の

影響度

シミュレーション２の 2040 年の総人口／

シミュレーション１の 2040 年の総人口の

数値に応じて 5 段階に整理。

「1」＝100％未満

「３」＝110～120％

「２」＝100～110％

「４」＝120～130％

「５」＝130％以上の増加

分類 計算方法 影響度

自然増減の影響度

シミュレーション１の 2040 年の総人口＝30,178 人

パターン１の 2040 年の総人口＝28,248 人

⇒ 30,178 人／28,248 人＝106.8％

３

社会増減の影響度

シミュレーション２の 2040 年の総人口＝34,784 人

シミュレーション１の 2040 年の総人口＝30,178 人

⇒ 34,784 人／30,178 人＝115.3％

３
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③ 老年人口の変化（長期推計）

パターン１とシミュレーション１、２について、2040年時点の仮定を2060年まで延長し

て推計し、5年毎に人口構造の変化を整理しました。

パターン１の人口構造の変化をみると、65歳以上人口比率は2060年まで上昇傾向で推移し

ます。

一方、2030年まで出生率が上昇すると仮定したシミュレーション１においては、人口構造の

高齢化抑制効果が徐々に現れ始め、2045年の37.5%以降低下すると推計されます。

2030年まで出生率が上昇し、かつ人口移動が均衡すると仮定したシミュレーション２におい

ても、人口構造の高齢化抑制効果が現れ始め、2025年の36.7%程度でピークを迎え、その後

は低下すると推計されます。また、シミュレーション１と比較すると、65歳以上人口比率は全

期間で平均して低いとともに、2040年以降の低下の割合も大きくなっています。

2010 年から 2060 年までの総人口・年齢 3区分別人口比率

（パターン１及びシミュレーション１、２）

図 15 老年人口比率の長期推計（パターン１及びミュレーション１、２）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22 年度国勢調査

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

44,210 41,675 39,170 36,481 33,703 30,930 28,248 25,747 23,490 21,407 19,425

11.6% 11.1% 10.6% 10.0% 9.6% 9.5% 9.5% 9.4% 9.2% 8.9% 8.7%

58.7% 54.1% 51.5% 51.1% 51.6% 51.8% 50.5% 49.7% 49.1% 49.3% 49.0%

29.7% 34.7% 37.9% 38.9% 38.8% 38.7% 40.1% 41.0% 41.8% 41.8% 42.3%

75歳以上人口比率 14.5% 16.9% 19.8% 23.8% 25.9% 25.9% 24.9% 24.6% 26.2% 27.3% 28.0%

44,210 41,661 39,259 36,919 34,673 32,389 30,178 28,137 26,324 24,685 23,150

11.6% 11.1% 10.8% 11.1% 12.1% 13.3% 13.9% 13.9% 14.0% 14.1% 14.2%

58.7% 54.2% 51.4% 50.5% 50.2% 49.7% 48.6% 48.6% 48.7% 49.7% 50.3%

29.7% 34.7% 37.8% 38.5% 37.7% 37.0% 37.5% 37.5% 37.3% 36.3% 35.5%

75歳以上人口比率 14.5% 16.9% 19.8% 23.5% 25.2% 24.7% 23.4% 22.5% 23.4% 23.7% 23.5%

44,210 42,790 41,109 39,474 37,970 36,363 34,784 33,391 32,271 31,349 30,524

11.6% 11.2% 11.1% 11.6% 13.0% 14.3% 15.1% 15.2% 15.3% 15.3% 15.5%

58.7% 54.6% 52.1% 51.6% 51.7% 51.7% 51.3% 51.9% 52.2% 53.4% 53.4%

29.7% 34.2% 36.7% 36.7% 35.3% 34.0% 33.6% 32.9% 32.5% 31.3% 31.1%

75歳以上人口比率 14.5% 16.8% 19.5% 22.8% 24.0% 23.0% 21.1% 19.7% 19.9% 19.9% 19.8%

パターン１

総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

65歳以上人口比率

シミュレーション１

総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

65歳以上人口比率

シミュレーション２

総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

65歳以上人口比率
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５．人口の将来展望

（１）人口の現状分析等のまとめ

中間市の人口は、1995年（平成7年）以降、年々減少傾向で推移しています。年齢区分別の

人口では、0～14歳の年少人口、15～64歳までの生産年齢人口は減少傾向で推移しているも

のの、65歳以上の老年人口は年々増加傾向で推移しており、少子高齢化が進行しています。

自然増減については、出生数が減少する一方、死亡数は増加しており、1995年（平成7年）

以降は死亡数が出生数を上回る自然減で推移しています。出生数は近年減少傾向にあり、合計特

殊出生率は全国平均や福岡県平均を下回り、国の長期ビジョンにおいて示されている国民希望出

生率（1.80）や、人口置換水準（2.07）には及ばない状況です。

社会増減については、1997年（平成9年）以降、ほぼ一貫して転出者が転入者を上回る社会

減の状況になっていましたが、2013年（平成25）年に若干の社会増に転じています。

移動先の面からみると、他の都道府県よりも、北九州市、福岡市などの県内の他の市町村への

移動が多く見られます。

また、年齢階級別の移動状況からみると、大学等進学や就職によると推察される転出者が、大

学等卒業後の就職等による転入者（Ｕターン数）を上回っており、大学等卒業者にとって、中間

市における就業先が少ないと推察されます。

就労及び産業の状況に関しては、中間市の就業者数としては、「建設業」「製造業」の就業者が

多くなっています。

将来人口推計では、社人研推計によると、2010年（平成２２年）に44,210人であった人

口は2060年（平成72年）には19,425人まで減少すると見込まれ、国よりも急速なペース

で人口が減少すると推察されます。

中間市の将来人口は、自然増減、社会増減ともに、影響力が高いと分析されることから、人口

構造の高齢化を抑制する面からも、社会動態と自然動態の両面から対策を講じながら、互いの効

果を高めることが求められます。

第２期計画期間においても、同様の人口動態となることが想定され、自然増減、社会増減両面

におけるアプローチが必要とされます。
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（２）目指すべき将来の方向

人口減少への対応としては、国の長期ビジョンが指摘するように、転出抑制と転入増加により、

人口規模の確保を図る方法と、出生率の向上により人口減少に歯止めをかける方法の二つの方向

性が考えられます。

人口の現状分析を踏まえた場合、将来にわたって活力あるまちを維持するためには、安定的な

人口規模の確保と人口構造の若返りを図るとともに、人口減少に歯止めをかける必要があること

から、社会増・自然増に係る施策を同時並行かつ相乗的に進めることが重要です。

こうしたことから人口の現状分析を踏まえ人口減少問題に取り組むため、目指すべき方向性と

して次の４つの基本目標を定めます。

基本目標１ 安定した雇用の創出と働きやすい環境づくり

基本目標２ 若い世代が結婚・出産・子育ての希望をかなえられる環境づくり

基本目標３ 中間市の地域資源を活かした新しい人の流れの創出

基本目標４ 地域間の連携や安全・安心な暮らしの確保など時代に合った地域づくり

また、以下に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定にあたって国が掲げた原則を掲載し

ていますが、本市においてもこの原則を参酌し取り組むこととします。

「まち・ひと・しごと創生」政策５原則 （一部抜粋）

① 自立性

対症療法的な対応のみならず、これまでの施策の課題を分析した上で構造的な問題に

対処し、地方公共団体、民間事業者、個人等の自立につながるものであること。

② 将来性

自主的かつ主体的に、夢を持ち前向きに取り組むことを支援する施策（活力ある地域

産業の維持・創出、地域の絆の中で心豊かな生活ができる仕組み等）に重点を置く。

③ 地域性

国による画一的手法や縦割り的な支援ではなく、地域の実態に合った施策であること。

④ 直接性

限られた財源や時間の中で最大限の成果を上げるため、ひとの移転・しごとの創出や

まちづくりを直接的に支援する施策を集中的に実施する。

⑤ 結果重視

PDCA メカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。
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（３）人口の将来展望

「国の長期ビジョン」及び「目指すべき将来の方向」において提示した方向性を踏まえ、中間

市が目指すべき人口規模を、次に示す3つのパターンで展望します。

（ア） 合計特殊出生率上昇（2030 年に 2.1）＋人口移動率上昇

●合計特殊出生率の上昇

合計特殊出生率を2020年に1.5、2025年に1.8（※1）、2030年に2.1（※1）に

上昇させ、2030年以降2.1 を維持する。

●人口移動の上昇

各種施策により転出超過の状況を改善し、2025年には転出数と転入数を同数とし、その

後、段階的に転入超過へと改善を行う。

※1 福岡県「子育てに関する県民意識調査」（2014.3）での県民の希望する子ども数に基づく出生率

※2 人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準）

図16 独自シミュレーション1

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22 年度国勢調査
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（イ） 合計特殊出生率段階的上昇（2040 年に 1.8）＋人口移動率均衡

●合計特殊出生率の上昇

合計特殊出生率を段階的（2015年 1.4、2020年1.45、2025年 1.5、2030年1.6、

2035年 1.7）に上昇し2040年に1.8 とし、2040年以降1.8 を維持する。

●人口移動均衡

各種施策により転出超過の状況を改善し、10年後の2025年には転出数と転入数を同数

（移動0）にする。

図17 独自シミュレーション2

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22 年度国勢調査

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 44,210 41,675 39,170 36,481 33,703 30,930 28,248 25,747 23,490 21,407 19,425

年少人口 5,124 4,641 4,162 3,652 3,229 2,929 2,675 2,417 2,158 1,910 1,690

生産年齢人口 25,952 22,567 20,160 18,630 17,403 16,020 14,253 12,785 11,523 10,547 9,523

65歳以上人口 13,134 14,467 14,848 14,198 13,071 11,981 11,320 10,545 9,809 8,951 8,212

総人口 44,210 41,661 39,214 37,245 35,251 33,245 31,303 29,510 27,979 26,633 25,372

年少人口 5,124 4,627 4,207 3,900 3,774 3,774 3,822 3,769 3,634 3,430 3,266

生産年齢人口 25,952 22,567 20,160 19,016 18,164 17,224 15,953 15,015 14,329 13,952 13,422

65歳以上人口 13,134 14,467 14,848 14,329 13,312 12,247 11,528 10,726 10,017 9,251 8,684

社人研推計

目標人口
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（ウ） 合計特殊出生率段階的上昇（2060 年に 1.8）＋人口移動率段階的改善

●合計特殊出生率の上昇

合計特殊出生率を段階的に上昇し2060年に1.8とする。

●人口移動率の段階的改善

各種施策により転出超過の状況を2060年まで段階的に改善する。

図１８ 独自シミュレーション３

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

平成 22 年度国勢調査

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 44,210 41,675 39,170 36,481 33,703 30,930 28,248 25,747 23,490 21,407 19,425

年少人口 5,124 4,641 4,162 3,652 3,229 2,929 2,675 2,417 2,158 1,910 1,690

生産年齢人口 25,952 22,567 20,160 18,630 17,403 16,020 14,253 12,785 11,523 10,547 9,523

65歳以上人口 13,134 14,467 14,848 14,198 13,071 11,981 11,320 10,545 9,809 8,951 8,212

総人口 44,210 41,661 39,288 36,822 34,374 31,984 29,730 27,694 25,947 24,419 23,026

年少人口 5,124 4,627 4,212 3,825 3,570 3,404 3,266 3,126 2,981 2,841 2,732

生産年齢人口 25,952 22,567 20,209 18,758 17,645 16,469 14,974 13,816 12,901 12,304 11,683

65歳以上人口 13,134 14,467 14,867 14,239 13,159 12,111 11,490 10,752 10,064 9,274 8,612

社人研推計

目標人口



（エ）第２期計画期間での将来展望

社人研人口推計表

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
総  人  口 41,796 38,908 35,923 32,881 29,851 26,910 24,210

0-14歳人口 4,616 4,162 3,635 3,201 2,807 2,497 2,220
15-64歳人口 22,537 19,804 18,038 16,585 15,070 13,110 11,510

65歳以上 14,643 14,942 14,250 13,095 11,974 11,303 10,480
(75歳以上) 7,168 7,761 8,644 8,726 7,981 6,936 6,162

男女計 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
総数 41,796 38,908 35,923 32,881 29,851 26,910 24,210
0～4歳 1,390 1,244 1,067 944 839 749 662
5～9歳 1,583 1,366 1,224 1,052 932 829 741

10～14歳 1,643 1,552 1,344 1,205 1,036 919 817
15～19歳 1,947 1,711 1,616 1,406 1,258 1,081 958
20～24歳 1,629 1,509 1,325 1,257 1,086 973 836
25～29歳 1,727 1,586 1,476 1,300 1,242 1,080 969
30～34歳 1,989 1,533 1,409 1,313 1,159 1,112 974
35～39歳 2,195 1,858 1,430 1,313 1,225 1,083 1,044
40～44歳 2,620 2,181 1,855 1,424 1,307 1,220 1,080
45～49歳 2,210 2,556 2,135 1,820 1,399 1,283 1,197
50～54歳 2,177 2,182 2,533 2,121 1,813 1,393 1,277
55～59歳 2,595 2,143 2,154 2,509 2,105 1,804 1,387
60～64歳 3,448 2,545 2,105 2,122 2,476 2,081 1,788
65～69歳 4,105 3,344 2,473 2,047 2,068 2,419 2,038
70～74歳 3,370 3,837 3,133 2,322 1,925 1,948 2,280
75～79歳 2,749 3,006 3,454 2,827 2,104 1,747 1,775
80～84歳 2,275 2,281 2,518 2,943 2,414 1,808 1,508
85～89歳 1,399 1,553 1,576 1,765 2,121 1,743 1,319

 90歳～ 745 921 1,096 1,191 1,342 1,638 1,560


